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Part14. Static evaluation of the maximum response and estimation of Multi Story Shear walls shear force 
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This paper shows the static evaluation of the maximum response and estimation of Multi Story Shear walls shear force. 

 

１． はじめに 

本研究は，連層耐震壁脚部に軸剛性と弾性限変形が

制御可能な折返し方式の超弾性部材を設置した弾性復

元特性を維持できる連層耐震壁を組み込んだ架構の制

震構造システム(以下，次世代制震構造システムと称

す)1)に関する研究である． 

本報では，振動台実験を実施した 3 層鋼製立体骨組

試験体（既報(その 11)）の最大応答値の静的評価法な

らびに連層耐震壁作用せん断力の推定方法を示し，そ

れらの結果の妥当性について述べる． 

２． 最大応答値の静的評価 

(a)試験体概要  検討対象とした試験体は，平面寸法

1.0mx1.0m，全高さ 2.1m の 3 層鋼製立体骨組である．

非制震 1 は純ラーメン架構(主架構のみ)の試験体，非

制震 2 は非制震 1 に連層耐震壁脚部をピン接合とした

剛体回転壁を挿入した試験体，非制震 3 は非制震 2 の

回転壁脚部に超弾性部材を模擬したコイルばねを設置

し壁自体に弾性復元特性を持たせた試験体，非制震 4

は非制震 3 のコイルばねの取付位置を広げて回転壁の

回転剛性を上昇させた試験体である．制震 1～4 は，非

制震 1～4 の各層に降伏耐力 80N の制震ブレース(摩擦

ダンパー)を配置した試験体である．Photo.1 に制震 4

の試験体を示す．Table1 には，実験および立体骨組解

析 2)で得られた非制震 1～4 の試験体の弾性 1 次固有周

期を示す．解析で得られた固有周期は実験結果とよく

一致していることが確認できる．なお，解析諸元は前

報(その 13)を参照されたい． 

(b)等価 1 自由度系への縮約方法  振動台実験結果

および応答解析結果は，モーダルアナリシス 3)の考え

から導いた式(1)，式(2)を用いて等価 1 自由度系に縮

約する．弾塑性応答の下での制震モデルの 1 次モード

の固有ベクトルは，最大応答時における変形分布を 1

次モードの固有ベクトルと仮定した 4)．また，静的解

析結果は，限界耐力計算法 5)による式(3)，式(4)を用

いて縮約する．制震モデルにおける，主架構とダンパ

ーの構造特性曲線の分離の方法は，非制震モデルの特

性曲線を制震モデルの主架構の特性曲線と仮定し，制

震モデルと非制震モデルの特性曲線の差からダンパー

のみの構造特性曲線を抽出した 6)． 

(c)静的評価法および実験・応答解析結果との比較 

縮約 1 自由度系の最大応答変位 δmaxは，ダンパーの

履歴減衰を等価な粘性減衰に置き換える等価線形化手

法(式(5))により求めることができる 1)．本報では，既

報(その 5)で用いた応答低減係数 Fh(式(6))を，入力地

震動特性を反映させて式(7)のように定義し直した．

Fig.1 に，設定した Fh と入力地震動の応答スペクトル
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３：日大理工・教員・海建 Prof. Nihon Univ. Dr.Eng. 

非制震1 非制震2 非制震3 非制震4

0.89 0.84 0.66 0.56

0.89 0.84 0.65 0.56解析結果

実験結果

[ sec ] Table1 Natural period { } [ ]{ }
{ } [ ]{ }

)1(
111

1
01 L

β
δ

i

T

i

i

T

i

uMu

Mu
q = ( ) { } [ ]{ }

{ } [ ]{ }
)2(

111

01
001 L

&&&&

&&&&

β
δ

i

T

i

i

T

i

uMu

yMu
yq

+
=+ )3(

1

2

1
L

ii

N

i

ii

N

i

m

m
Sd

δ

δ

⋅∑

⋅∑
=

=

= )4(
2

1

2

1
LB

imi

N

i

ii

N

i Q

m

m
Sa ×







 ⋅∑

⋅∑
=

=

=

δ

δ

Sd          ：1 次の代表変位(h=5%),    Fh：応答低減係数  

δmax ：最大応答変位,       heq：等価粘性減衰定数 ,  h0    ：構造減衰(0.05)     

h    ：減衰定数(h0+heq),    Kf  ：ﾌﾚｰﾑ剛性 ,   Kd：ﾀﾞﾝﾊﾟｰ剛性 

µd：ﾀﾞﾝﾊﾟｰ塑性率,      δdy ：ﾀﾞﾝﾊﾟｰ降伏変位,  Qd：ﾀﾞﾝﾊﾟｰせん断力,  Qf  ：ﾌﾚｰﾑせん断力 

  , Sd ：1 次の代表変位,  , Sa ：1 次の代表荷重(加速度換算値),1ui：i 層の 1 次固有ベクトル

1β ：1 次の刺激係数,  ：i 層の相対変位, T：転置,   ：入力加速度,    ：i 層の相対加速度 

[M]：質量ﾏﾄﾘｸｽ,             mi 
：i 層の質量,              QB：ﾍﾞｰｽｼｱ 

01 q&&

0y&&
iδ&&

01 q

iδ

7) 

Fig.2 Response spectrum 
Sd [ cm ] 

Sa
 [
 
Ga
l 
] 

静的評価        実験結果         応答解析結果 

非制震1 

非制震2 

制震 3 

非制震4 

制震 1 

制震 2 

制震 4 

非制震3 

Fig.1 Fh and 
Response spectrum 

0

100

200

300

400

500

600

0 1 2 3 4 5 6

応
答

加
速

度
S
a 

 [
G

al
]

応答変位Sd   [cm]

h=5.0%

h=10.0%

h

h
Fh

51

51 0

+

+
=

h
Fh

101

5.1

+
=

(seismic control four) 
Photo.1 Examination body 

平成 23年度　日本大学理工学部　学術講演会論文集

 115

B-19



)15(
)(

)(
L

ii

iiftopw

h

hPK
P

⋅∑

⋅∑+⋅
=

α

δ
)10(Liifif KQ δ×= )11(

)1(
L

+
−=

ififif QQP )12(L
ifiiw PPP −⋅=α

)13()( Liiww hPM ⋅∑= )14(Ltopww KM δ⋅=

)16(1 L
jw

N

ij
iw PQ

=
∑= )17(0222 L&&yumP iiiw ××= β )18(22 L

jw

N

ij
iw PQ

=
∑=

を示す．なお，最大応答変位 δmax は，等価粘性減衰定

数 heq の評価式(式(8))を式(7)に代入し整理した

(1/δmax)に関する二次方程式(式(9))の解として得るこ

とができる．Fig.2 の Sa-Sd スペクトル上に，静的評価

結果と振動台実験結果および応答解析結果の最大応答

値を比較して示す．Sa-Sd スペクトルは，非制震 1～4

の各試験体に対する振動台実験計測加速度波形(4 波)

の平均スペクトルで，実験および解析結果は，3 層試

験体の応答値を式(1),式(2)により 1次モードに縮約し

た結果(4 波平均値)を示している．図より，静的評価

結果は実験および解析結果とよく対応しており，本構

造システムの最大応答値が，静的評価可能であること

が確認できる． 

３． 連層耐震壁の作用せん断力の推定 

本章では，連層耐震壁の作用せん断力の推定手法を

示し，振動台実験試験体の連層耐震壁に作用したせん

断力(解析結果)との比較から，推定手法の妥当性を確

認する．連層耐震壁に作用するせん断力は，1 次モー

ドのせん断力(以下 1Qw と称す)と高次モードのせん断

力(以下 rQw と称す)を個別に算定し，両者を足し合わ

せて推定する． 

(a)1 次モードせん断力 1Qw の算定方法  1Qw の算定

は，連層耐震壁を組込む前の純ラーメン架構の静的荷

重増分解析(予備解析)結果を用いて行う．Fig.3 に 1Qw

推定の架構モデルを示す．建物全体の外力は，フレー

ム負担外力と壁負担外力の和で表わせるが，連層耐震

壁を組込んだ状態での建物全体の外力の大きさは未知

である．建物全体の外力を，純ラーメン架構の Ai分布

に基づく外力分布係数 αiに，未知数の荷重係数 P を乗

じて表すこととする．荷重係数 P を，壁負担の外力と

壁脚の回転剛性による壁脚モーメントの釣合いから求

めることにより 1Qwが算定できる． 

具体的な算定手順を以下に示す．Fig.3 において，頂

部変位が任意に設定した目標変位(目標層間変形角)で

ある状態を考える．ここで，目標変位時にフレームは

弾性範囲内であり，壁は剛体であると仮定する．フレ

ームせん断力は，静的荷重増分解析結果のフレーム剛

性および各層の層間変位を用いて式(10)から，またフ

レーム負担外力は式(11)から求める．壁負担外力は，

全体外力からフレーム負担外力を差し引くことで式

(12)から求まるが，荷重係数 P が未知である．一方，

壁脚部のモーメントは，壁負担外力を用いた式(13)と

回転剛性を用いた式(14)で表わすことができ，未知数

P は，式(13)と式(14)が等値であることから，式(12)

を式(13)に代入して整理した式(15)により求まり，結

果，1Qwは式(16)によって算定することができる． 

(b)高次モードのせん断力 rQwの算定方法  連層耐震

壁は，建物の振動モードを 1 次モードが支配的になる

ように矯正するため，高次モードのせん断力は連層耐

震壁が負担しなくてはならない．本報では，高次モー

ドの次数は 2 次モードのみを考慮することとし，2 次

モードの絶対加速度は地動加速度に比例する 8)と仮定

して，式(17)に示した各層の 2 次モードの慣性力を上

階から累積(式(18))して 2Qwを算定する． 

(c)解析結果と推定結果の比較  Fig.4 に，3 層試験体

の連層耐震壁に作用したせん断力(解析結果)と，連層

耐震壁作用せん断力の推定値を比較して示す．解析の

作用せん断力は，応答解析(EL-NS 入力)では最大応答

せん断力の値を，静的解析では応答解析における最大

頂部変位と同じ頂部変位に達したときのせん断力の値

を示している．静的解析結果と推定値(1Qw)を比較する

と，ほぼ一致していることが確認できる．また，応答

解析結果と推定値 ΣQw (1Qwと 2Qwの絶対値和)の比較

においても，概ね良好な対応を示していることが確認

できる． 

４． まとめ 

以上，最大応答値の静的評価法ならびに連層耐震壁

作用せん断力の推定方法の妥当性を確認した． 

【参考文献】その 16 にまとめて示す．

Kw：壁回転剛性,               Mw：壁脚ﾓｰﾒﾝﾄ, Pfi ：ﾌﾚｰﾑ負担外力,           Kfi：ﾌﾚｰﾑ剛性,                Qfi ：ﾌﾚｰﾑせん断力  

Pwi：壁負担外力, Qwi：壁せん断力,       δtop：頂部変位,              δi ：層間変位,                     hi ：高さ 

0y&&mi：i 層の質量,              2β ：2 次モードの刺激係数,  2ui：i 層の 2 次固有ベクトル,   ：入力加速度 

Fig.4 Estimation and analysis results of  
multi story shear walls shear force 
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